
（参考様式４－１） 
農山漁村活性化プロジェクト支援交付金 

霞ヶ浦用水西部地区活性化計画 改善計画書 
 

                          平成 28 年８月 30 日作成 

都道府県名 計画主体名 地区名 計画期間 実施期間 

茨 城 県 茨城県他５市 霞ヶ浦用水西部 H23～H27 年度 H23～H27 年度 

事業メニュー名 事業内容及び事業量 事業実施主体 

農業用用排水施設 
事業内容：管水路工及び分水工一式 

事 業 量：管水路工 L=9,132m・分水工 7 ヵ所 
霞ヶ浦用水土地改良区 

 
 
１ 事業活用活性化計画目標の達成状況 

事業活用活性化計画目標 目標値Ａ 実績値Ｂ 
達成率（％）

Ｂ／Ａ 
備  考 

定住等の促進に資する農業用

用排水施設等の機能の確保 

365.9ha 209.4ha 57.22％  

  定住等の促進に資する農業用用排水施設等の機能の確保 
実績値Ｂ＝目標値Ａ×100 

 
 
２ 目標が達成されなかった要因 

 
 関連事業（経営体育成基盤整備）の進捗に合わせて、当事業の整備を実施してき
たが、関連事業の整備が整わず、予定していた面積に効果発現できなかったため、
計画期間内での目標達成が困難となった。 
 

 
 
３ 目標達成に向けた方策 

目標達成予定年度  平成 32 年度 

事業の推進体制 

 
関係機関と連携を図り、残事業については引続き整備を進めて
いく。 
 

 
具体的取組方策 

 
平成 32 年度までに用排水施設の整備を実施し、効果発現でき
るよう取組む。 
 

 
 
４ 改善計画に対する第三者の意見 

（コメント） 
  

用水機能を確保し、慢性的な水不足が解消され、安定した営農が展開できるよう
関係機関との連携を図り、整備を進めていただきたい。 
 

北川根地区実施委員会 会長 赤津 直 
   
※達成率等算出根拠（参考様式４－１添付資料）を必ず添付すること。 
※第三者とは「当事者以外の者」「その事柄に直接関係していない人」であり、計画主体、事業

実施主体、管理主体のいづれの組織にも属さない者で事業地区を熟知している者。 
 公務員は対象外とし、事業評価委員会等の組織を有する場合は積極的に活用すること。 


